
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　Ⅰ　融資主体型・被災農業者支援型用
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１　「市町村名」の欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

２　被災農業者支援型の場合、「地区名」の欄については、記載を要しない。

３　「農業地域類型」の欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

４　「事業内容」の欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。

５　「地区の成果目標」の欄については、「経営体別の成果目標」欄から、要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価を行った年度の「計画」及び「実績」値を記載した経営体数を各成果目標ごとに記載すること。

６　各欄における「コード」及び「区分」の欄の記載に当たっては、（２）の先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ整理番号表（以下「整理番号表」という。）に基づき番号を記載すること。

７　「経営体別の成果目標」の欄の「計画」欄については、別紙様式１号の２の（２）のⅠの「成果目標の設定状況」欄の必須目標及び選択目標の１年度目、２年度目、３年度目の設定値及び単位を記載すること。

８　同欄の「実績」欄については、計画値に対する当該年度の実績値を記載すること。

９　同欄の「○年度目達成状況（％）」の欄については、（実績-現状）/（年度計画-現状）×100により求めるものとする。（小数点第２位は切り捨て、小数点第１位まで記載。）

10　同欄の「補正の内容」の欄については、天災その他の外的要因の詳細及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載すること。

11　「導入した施設等情報」の欄については、助成対象者ごとに、導入した１施設等ごとに記載すること。

12　※印のある欄については、被災農業者支援型の場合のみ記載する欄のため、融資主体補助型のみの場合は欄の省略を行うこと。

13　「保険等加入情報」の欄については、本要綱第７及び第８に基づき報告を行う際、毎年度、加入が継続されているかを事業実施主体に確認を行った上で記載すること。

14　「評価所見」の欄については、本要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価の結果に基づき記載するものとし、事業実施主体からも所見を求め記載すること。

　　また、達成に立ち遅れがある場合については、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取組内容を記載すること。

　　なお、目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場及び事業関連取組目標がおおむね達成されていない場合）は、別途、事業実施主体に別紙様式６号の２により提出を求め、具体的な改善措置及び達成見込時期等を記載すること。

15　事業実施年度の必須目標及び目標年度の前年度の必須目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者並びに目標年度の必須目標の達成状況が80％未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導の内容を記入すること。
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　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ
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Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型
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　「付加価値額の拡大」については、令和４年度
においても、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、従前よりも業務用米を中心に需要が減少し
ており、令和３年度よりは米価が上昇したが、そ
れ以前の米価と比べても、１俵あたりの価格が１
万円台を割っていたため、収入は微増はしたもの
の目標を達成することができなかった。今後は、
労働力に見合った面積拡大と経費削減に努めるよ
う指導していく。
　「経営面積の拡大」については、農地貸借で新
規で貸借をした部分もあったが、ほ場ごとに収量
の見直し行い、収量が上がらない悪条件のほ場を
解約したことにより、結果的に令和３年度と同じ
作付け面積となり目標達成はできなかった。
今後は、農業委員会と連携して、当該経営体の経
営効率が向上するような農地の掘り起こしを行
い、目標年度までに達成できるよう支援していく

青森県農業共済組合R4.112,760,000 3,000,000 9,760,000



Ⅰ　経営体ごとの成果目標の未達成理由等

Ⅱ　地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向

1 ＊＊＊

№ 対象経営体名 成果目標 目標未達成となった主な理由等
目標達成に向けた改善措置
及び目標達成見込時期等

農業経営の法人化
　農業所得が増加したものの、現状（令和４年度）
で法人化できないと判断したため。

　農業経営相談所を活用しなが
ら、付加価値額を拡大し法人化で
きるよう新規作物の導入や反収の
増加、経費の削減について指導し
ていく。目標達成見込時期は令和
６年度になる。

１　担い手への農地利用集積について
    将来の農地利用のあり方として、担い手に集積・集約化するとともに、農業をリタイヤ・経営転換する人は、
　原則として農地中間管理機構に貸し付ける方針としており、今後も引き続き担い手への農地利用集積を行っていく。

２　必要となる中心経営体の育成について
    県や地元農協、地域住民やその他関係団体等と連携し、中心経営体の農業経営の体質強化を図る。

３　地域計画の策定・見直し等について
    今後も引き続き地域での話合い等を継続して実施し当該計画の見直し・更新を行っていく。話合いでは地域
　農業の問題点や課題についての情報を共有し解決に向けて相互協力を図る。

４　未達成者の対応等その他
    目標未達成経営体へ目標達成まで個別で指導をおこない、目標達成の必要性について説明し理解してもらう
　と共に、県や農協、関係各所との連携強化を図る。

青森県 蓬田村 阿弥陀川地区 令和元年度 令和３年度

都道府県名 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度

　　　強い農業・担い手づくり総合支援交付金の事業実施に関する改善計画について


